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１．はじめに 

従来の CVM 研究では，環境変化に対する支払手段と

して寄付やボランティア等が用いられるとともに，独

立な主体は，提示金額や提示労働量に対して，合理的

に受容の意思決定をすることが仮定されてきた．しか

しながら，環境変化や寄付・ボランティアの活動地域

が居住地域である場合，意思決定の際に，地域社会に

属する不特定多数の他者の意思決定状況にも少なから

ず影響を受けるものと考えられる． 

そこで本研究は，京都市都心部における京町家まち

なみ保全活動を対象に，社会的相互作用を考慮した二

項選択モデルの枠組みを用いて，地域住民の奉仕労働

量を CVM 推計することで，他者の協力動向が提示労働

量の受容意識に与える影響を定量的に明らかにする． 

 

２．アンケート調査の実施概要 

本研究は，京町家まちなみ保全活動に対する地域住

民の奉仕労働量を計測するため，京都市都心部に居住

する京都市民を対象にアンケート調査を実施した．

3,600 部のアンケート調査票を 19 の各元学区（国勢統

計区）に居住する人口に比例配分し，各元学区単位で

ランダムな投函による配布を行った．配布回収方法，

回収率，抽出率等，アンケート調査の実施概要を表 1
に示す．調査票については，京町家まちなみ保全活動

に関する説明を掲載した上で，他者の協力動向が何％

以上であれば提示労働量に対して受容するかを尋ねる

CVM 設問を設計し，ボランティアによる京町家まちな

み保全活動への協力意向を尋ねた．なお，シナリオ設

計にあたり，ボランティア期間は年間あたり，提示労

働量は 6 種類（1 日，3 日，5 日，10 日，20 日，30 日）

を設定して，調査票ごとにいずれか 1 種類の労働量を

提示した．推計にあたっては，4 パターンの異なる他者

の協力選択比率（20％，40％，60％，80％）に対する

提示労働量の賛成・反対の二項選択問題に読み替える

とともに，別個人が 1 つの協力選択比率に対して回答

したものとみなして回答データを精査した．その結果，

有効サンプルは 2,796 サンプルであった．提示労働量及

び他者の協力選択比率ごとの有効サンプル数とそれぞ

れの協力回答率を表 2に示す． 

 

表 1 アンケート調査の実施概要 

配布対象地域 京都市都心部の元学区（19元学区）

回答対象者 個人の意見を尋ねるため，18歳以上の方

配布回収方法
配布：各元学区を訪問し，人口に応じてランダムに投函
回収：郵送回収

実施期間 平成17年9月26日から10月10日

回収率 25.8％（回収数928部/配布数3,600部）

抽出率（19元学区） 1.81％（回収数928部/京都市都心部の19元学区人口51,239人）
 

表 2 提示労働量・他者の協力選択比率別協力回答率 

提示労働量
（日/年）

20% 40% 60% 80%

22.9% 49.5% 74.3% 80.7%

109 109 109 109

17.6% 46.4% 72.8% 76.8%

125 125 125 125

8.9% 31.3% 63.4% 74.1%

112 112 112 112

8.9% 29.3% 56.9% 66.7%

123 123 123 123

8.3% 27.3% 47.9% 64.5%

121 121 121 121

7.3% 26.6% 45.0% 54.1%

109 109 109 109
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（注釈）上段：協力回答率，下段：有効サンプル数 

 

３．社会的相互作用を考慮した二項選択モデル 

本研究では，既に幾つかの適用事例 1)もあるBrock and 

Durlauf2)のモデルの枠組みに従う．このモデルは， iω を

個人 i（ Ii ,,1 L= ）の二項選択行動の結果を示す変数（賛

成を選択の場合は+1，反対を選択の場合は-1 の値をと

る）としたとき，私的効用 ( )iu ω を下式のように表せば，

社会的相互作用を考慮した個人 i の選択行動 iω に対す

る選択確率は以下のように定式化される． 

キーワード CVM（仮想評価法），奉仕労働量（WTW），他者の協力動向，受容意識，京町家まちなみ保全活動

連絡先 〒541-8512 大阪市中央区今橋 2-5-8-19Ｆ 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 政策研究事業本部 Tel06-6208-1244 

土木学会第62回年次学術講演会(平成19年9月)

-237-

4-119



( ) iii Wu γX++= lnβαω    （1） 

( ) ( )( )[ ]
( )( )[ ]

{ }
∑ +++

+++
=

−+∈ 1,1
lnexp

lnexp
Pr

iv
iniii

iniii
i JmWv

JmW
γX

γX
βα

βαω
ω  （2） 

 

ただし，α は定数項， β は未知パラメータ， iW は個人

i における提示労働量， γは未知パラメータベクトル，

iX は個人 i に固有の説明変数ベクトル， J は社会的相

互作用の影響傾向を示す未知パラメータ， ( )inm は準拠

集団 ( )in の選択比率に対する個人 i の主観的期待値を

それぞれ表す． 
 

４．計測結果 

奉仕労働量の推計にあたり,説明変数ベクトル iX に

ついては，アンケート調査で得られた回答結果より作

成した．以上の条件のもと，2,796 の有効サンプルに対

して，最終的に得られたパラメータの推定結果を表 3
に示す．モデルの適合度を示す尤度比は 0.273 で高い適

合度を有しており，的中率も 0.760 と比較的高い結果が

得られた．また，各説明変数は想定される符号条件と

一致し，t 値も 5％水準で統計的に有意であった．続い

て，社会的相互作用項 J についてみると，正の符号を

示しており，ボランティアを通じた京町家まちなみ保

全活動に対して，他者の協力選択比率が高いほど回答

者の協力回答確率が高くなる同調効果の存在が確認で

きる．また，図 1に示す通り，この同調効果によって，

他者の協力選択比率の違いが提示労働量に対する協力

回答確率に影響を及ぼしていることも確認できる．つ

まり，他者の協力選択比率が増加するほど，また提示

労働量が減少するほど，回答者の協力回答確率は増加

する傾向にあると判断できる．以上の結果は，従来の

CVM研究では十分に検討されてこなかった他者の意思

決定状況が，提示労働量の受容意識に大きな影響を及

ぼすことを示唆している． 

次に，この推定結果を用いて，ボランティアに対す

る年間 1 人あたりの奉仕労働量を裾切り平均値ならび

に中央値で推計した．結果は，表 4に示す通りである．

特に，裾切り平均値で推計した奉仕労働量は他者の協

力選択比率の違いに大きく影響することが確認できる． 
 

５．おわりに 

本研究は，京都市都心部における京町家まちなみ保

全活動を対象に，社会的相互作用を明示的に考慮した

二項選択モデルの枠組みを用いて，地域住民の奉仕労

働量を CVM 推計し，他者の協力動向が評価値に与える

影響を定量的に明らかにした．今後の課題としては，

他者の協力動向を条件としない従来の推計方法による

評価値と比較することで，結果の信頼性について検証

することが挙げられる． 

 

表 3 パラメータの推定結果 

 変数内容 係数 ｔ値

定数項 -0.443 -6.85

β work 提示労働量（日）の対数 -0.213 -10.07

interest まちなみへの関心
（非常に関心がある場合1）

0.209 4.16

cooperation 京町家まちなみ保全活動への協力意向
(積極的・できる限り協力する場合1）

0.894 15.10

information 地域情報の取得
（全く取得していない場合1）

-0.135 -2.14

Ｊ social 社会的相互作用項 1.367 22.69

変数名

有効回答数

0.760

2,796

0.273

α

尤度比

的中率

γ
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図 1 他者の協力選択比率別での提示労働量に対する

協力回答確率 
表 4 異なる他者の協力選択比率での奉仕労働量の推

計値（裾切り平均値・中央値） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

WTW medium 0.0 0.1 0.8 10.3 133.0 1,720.9

WTW mean 4.9 7.5 10.9 14.9 18.9 22.3

他者の協力選択比率奉仕労働量
(日/年）
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